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議案第 50 号 

彦根市長の給与の特例に関する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長 田 島 一 成 

彦根市長の給与の特例に関する条例 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、市長に支給する給料、期末手当および退職手当の額について、彦根市特別

職の常勤職員の給与等に関する条例(昭和 32 年彦根市条例第 43 号。以下「特別職給与条例」

という。)および彦根市長等の退職手当に関する条例(平成 3 年彦根市条例第 31 号。以下「市

長等退職手当条例」という。)の特例を定めるものとする。 

(給料および期末手当の額の特例) 

第 2 条 令和 7 年 7 月 1 日から令和 11 年 5 月 9 日までの間(以下「特例対象期間」という。)に

係る市長の給料および期末手当の額は、特別職給与条例の規定にかかわらず、特別職給与条

例の規定を適用した場合に市長が受けることができる額から当該額に 100 分の 20 を乗じて得

た額を減じた額(その額に 1 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額)とする。 

(退職手当の額の特例) 

第 3 条 特例対象期間に係る市長の退職手当の額は、市長等退職手当条例の規定にかかわらず、

市長等退職手当条例の規定を適用した場合に市長が受けることができる額から当該額に 100

分の 20 を乗じて得た額を減じた額(その額に 1 円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額)とする。 

付 則 

この条例は、令和 7 年 7 月 1 日から施行する。 
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議案第 51 号 

彦根市空家等の適正管理および活用に関する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長 田 島 一 成 

彦根市空家等の適正管理および活用に関する条例 

彦根市空き家等の適正管理に関する条例(平成 24 年彦根市条例第 30 号)の全部を改正する。 

(目的) 

第 1 条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127 号。以下

「法」という。)に定めるもののほか、空家等および法定外空家等の適正な管理、適切に管理

されていない空家等および法定外空家等に対する措置、空家等および法定外空家等の活用の

促進等について必要な事項を定めることにより、もって市民等の生命、身体および財産を保

護し、良好な生活環境の保全および快適なまちづくりの推進を図ることを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によるほか、次の各

号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 法定外空家等 市内に存する長屋もしくは共同住宅の住戸またはこれらに付属する工作

物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるものおよびその敷地(立木

その他の土地に定着するものを含む。)をいう。ただし、国または地方公共団体が所有し、

または管理するものを除く。 

(2) 管理不全法定外空家等 適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特

定法定外空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる法定外空家等

をいう。 

(3) 特定法定外空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状

態または著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに
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より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置するこ

とが不適切である状態にあると認められる法定外空家等をいう。 

(4) 所有者等 所有者または管理者をいう。

(5) 事業者 不動産業、建設業その他の空家等および法定外空家等の管理および活用に関連

する事業を行う者をいう。 

(6) 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、または滞在する者をいう。

(市の責務) 

第 3 条 市は、空家等または法定外空家等の適切な管理および活用に関する施策(以下「市の施

策」という。)を実施するとともに、空家等または法定外空家等の所有者等、事業者および市

民等に対して空家等または法定外空家等を放置せず活用する意識の啓発を行うものとする。 

2 市は、管理不全空家等、特定空家等、管理不全法定外空家等または特定法定外空家等の所有

者等による適切な管理の促進を図るため、必要な措置を講じるものとする。 

3 市は、空家等および法定外空家等に対する必要な施策を講じるため、事業者、市民等、自治

会その他の地域の団体、有識者、各種団体等と連携を図るよう努めるものとする。 

(空家等または法定外空家等の所有者等の責務) 

第 4 条 空家等または法定外空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、

空家等または法定外空家等を適切に管理するよう努めるものとする。 

2 空家等または法定外空家等の所有者等は、市の施策に協力するとともに、空家等または法定

外空家等もしくはそれらの跡地の適切な管理および活用等に努めるものとする。 

3 空家等もしくは法定外空家等の敷地の所有者は、当該敷地を他人に使用させている場合は、

当該敷地に存する建築物、工作物、立木竹その他の物の所有者等に対してこれらを適切に管

理させるよう努めるものとする。 

(事業者の責務) 

第 5 条 事業者は、市の施策および空家等または法定外空家等もしくはそれらの跡地の適切な

管理および活用等に協力するとともに、事業活動を通じて流通の促進に努めるものとする。 

(市民等の責務) 

第 6 条 市民等は、市の施策に協力するとともに空家等および法定外空家等の発生予防に努め、

管理不全な状態であると思われる空家等または法定外空家等があると認めるときは、速やか

に市長にその情報を提供するものとする。 

(立入調査等) 

第 7 条 市長は、法定外空家等の所在および当該法定外空家等の所有者等を把握するための調
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査その他法定外空家等に関し、この条例の施行のために必要な調査を行うことができる。 

2 市長は、第 14 条から第 17 条までの規定の施行に必要な限度において、法定外空家等の所有

者等に対し、当該法定外空家等に関する事項に関し報告させ、またはその職員もしくはその

委任した者に、法定外空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

3 市長は、前項の規定により当該職員またはその委任した者を法定外空家等と認められる場所

に立ち入らせようとするときは、その 5 日前までに、当該法定外空家等の所有者等にその旨

を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、

この限りでない。 

4 第 2 項の規定により法定外空家等と認められる場所に立入調査をする者は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

5 第 2 項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

(法定外空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第 8 条 市長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であっ

て氏名その他の法定外空家等の所有者等に関するものについては、この条例の施行のために

必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。 

2 市長は、この条例の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団体の長、法定外空

家等に工作物を設置している者その他の者に対して、法定外空家等の所有者等の把握に関し

必要な情報の提供を求めることができる。 

(データベースの整備等) 

第 9 条 市長は、管理不全法定外空家等および特定法定外空家等に関するデータベースの整備

その他これらに関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

(所有者等による法定外空家等の適切な管理の促進) 

第 10 条 市長は、所有者等による法定外空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

(土地所有者等に対する協力要請) 

第 11 条 市長は、土地所有者、市民等、自治会その他の地域の団体その他の者に対し、空家等

または法定外空家等の情報の提供その他市長が特に必要があると認める事項について協力を

求めることができる。 
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(関係機関との連携) 

第 12 条 市長は、この条例の施行のために必要があると認めるときは、警察その他の関係機関

に対して、空家等または法定外空家等の所有者等の情報の提供等その他市長が特に必要があ

ると認める事項について協力を求めることができる。 

2 市長は、法第 10 条第 3 項の規定に基づく提供または前項の規定に基づく協力を得るために、

次に掲げる情報を提供することができる。 

(1) 法第 9 条の規定による調査により得られた情報 

(2) 法第 13 条第 1 項の規定による指導の内容または同条第 2 項の規定による勧告の内容 

(3) 法第 22 条第 1 項の規定による助言もしくは指導の内容または同条第 2 項の規定による

勧告の内容 

(4) 第 7 条第 1 項または第 2 項の規定による調査により得られた情報 

(5) 次条第 1 項の規定による指導の内容および同条第 2 項の規定による勧告の内容 

(6) 第 14 条第 1 項の規定による助言または指導の内容および同条第 2 項の規定による勧告

の内容 

(管理不全法定外空家等の所有者等に対する指導および勧告) 

第 13 条 市長は、管理不全法定外空家等の所有者等に対し、管理不全法定外空家等が特定法定

外空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすること

ができる。 

2 市長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全法定外空家等の状態

が改善されず、そのまま放置すれば特定法定外空家等に該当することとなるおそれが大きい

と認めるときは、当該指導を受けた者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全法

定外空家等が特定法定外空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な

措置について勧告することができる。 

(特定法定外空家等の所有者等に対する助言または指導および勧告) 

第 14 条 市長は、特定法定外空家等の所有者等で市長が必要と認める者に対し、当該特定法定

外空家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要

な措置(そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態または著しく衛

生上有害となるおそれのある状態にない特定法定外空家等については、建築物の除却を除く。

次項において同じ。)をとるよう助言または指導をすることができる。 

2 市長は、前項の規定による助言または指導をした場合において、なお当該特定法定外空家等

の状態が改善されないと認めるときは、当該助言または指導を受けた者に対し、相当の猶予
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期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとることを勧告することができる。 

(勧告に係る意見陳述および届出) 

第 15 条 市長は、法第 13 条第 2 項、法第 22 条第 2 項、第 13 条第 2 項または前条第 2 項の勧

告を行おうとするときは、あらかじめ、当該勧告に係る者に意見を述べる機会を与えなけれ

ばならない。 

2 法第 13 条第 2 項、法第 22 条第 2 項、第 13 条第 2 項または前条第 2 項の勧告を受けた者が

当該勧告に係る状態を改善したときには、速やかに市長にその旨を届け出なければならない。 

(公表) 

第 16 条 市長は、法第 22 条第 2 項または第 14 条第 2 項の勧告を受けた者が正当な理由がなく

てその勧告に係る措置をとらなかったときは、その旨および次に掲げる事項をインターネッ

トの利用その他の方法により公表するとともに、その事実を示した標識を当該特定空家等ま

たは特定法定外空家等に設置することができる。 

(1) 勧告に従わない者の氏名および住所(法人その他の団体にあっては、その名称、代表者

の氏名および主たる事務所の所在地) 

(2) 勧告に係る特定空家等または特定法定外空家等の所在地

(3) 勧告によりとるべきものとされた必要な措置の内容

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

2 市長は、前項の規定による公表を行おうとするときは、あらかじめ当該公表に係る者に意見

を述べる機会を与えなければならない。 

(命令) 

第 17 条 市長は、第 14 条第 2 項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかったときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係

る措置をとることを命ずることができる。 

2 市長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようと

する者に対し、その命じようとする措置およびその事由ならびに意見書の提出先および提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者またはその代理人に意見書

および自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

3 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から 5 日以内に、市長に対し、意見

書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

4 市長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第 1 項の措置を命じ
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ようとする者またはその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければなら

ない。 

5 市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第 1 項の規定によって命じよ

うとする措置ならびに意見の聴取の期日および場所を、期日の 3 日前までに、前項に規定す

る者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

6 第 4 項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。 

7 市長は、第 1 項の規定による命令をした場合においては、法第 22 条第 13 項の例によりその

旨を公示しなければならない。 

8 前項の規定により設置する標識は、第 1 項の規定による命令に係る特定法定外空家等に設置

することができる。この場合において、当該特定法定外空家等の所有者等は、当該標識の設

置を拒み、または妨げてはならない。 

9 第 1 項の規定による命令については、彦根市行政手続条例(平成 8 年彦根市条例第 25 号)第 3

章(第 12 条および第 14 条を除く。)の規定は、適用しない。 

(代執行等) 

第 18 条 市長は、前条第 1 項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜ

られた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないときまたは履行しても同項の

期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法(昭和 23 年法律第 43 号)の定めると

ころに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、または第三者をしてこれをさせることができ

る。 

2 前条第 1 項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者(以下この項において「命令対象者」という。)を確知することができな

いとき(過失がなくて第 14 条第 1 項の助言もしくは指導または同条第 2 項の勧告が行われる

べき者を確知することができないため前条第 1 項に定める手続により命令を行うことができ

ないときを含む。)は、市長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、また

はその命じた者もしくは委任した者(以下「措置実施者」という。)にその措置を行わせるこ

とができる。この場合において、市長は、その定めた期限内に命令対象者においてその措置

を行うべき旨およびその期限までにその措置を行わないときは市長または措置実施者がその

措置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

(特定法定外空家等に対する措置に関する委任) 

第 19 条 第 14 条から前条までに定めるもののほか、特定法定外空家等に対する措置に関し必
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要な事項は、市長が別に定める。 

(緊急安全措置) 

第 20 条 市長は、空家等または法定外空家等が著しく管理不全な状態であるため、人の生命、

身体または財産に危険な状態が切迫していると認めるときは、当該危険な状態を回避するた

めに必要な最小限度の措置(以下「緊急安全措置」という。)を自ら行い、または措置実施者

に行わせることができる。 

2 市長は、緊急安全措置を自ら行い、または措置実施者に行わせたときは、当該空家等または

法定外空家等の所有者等に対し、通知(当該所有者等またはその連絡先を確知することができ

ない場合にあっては、公告)をしなければならない。 

3 第 1 項の場合において、市長は、緊急安全措置に要した費用を当該空家等または法定外空家

等の所有者等から徴収することができる。 

(軽微な措置) 

第 21 条 市長は、地域における防災上、防犯上または生活環境もしくは景観の保全上の支障を

除去し、または軽減することができると認めるときは、空家等または法定外空家等の開放さ

れている扉または窓の閉鎖、支障物の移動、立入禁止のための措置その他必要最小限の軽微

な措置を自ら行い、または措置実施者に行わせることができる。 

(技術的援助) 

第 22 条 市長は、法第 13 条第 1 項、法第 22 条第 1 項、第 13 条第 1 項または第 14 条第 1 項の

助言もしくは指導に従って管理不全空家等、特定空家等、管理不全法定外空家等または特定

法定外空家等の所有者等が必要な措置その他の措置をとろうとする場合において、必要な技

術的援助を行うことができる。 

2 市長は、特定空家等または特定法定外空家等の所有者等がとるべき必要な措置をとらない場

合またはこれらの所有者等を確知できない場合において、これらの土地所有者が自ら必要な

措置をとろうとするときは、当該土地所有者に対して、必要な技術的援助を行うことができ

る。 

(活用) 

第 23 条 空家等または法定外空家等の所有者等は、当該空家等を利用する見込みがないときは、

賃貸、譲渡その他の当該空家等を活用するための取組を行うよう努めるものとする。 

2 空家等または法定外空家等の敷地の所有者等は、当該空家等が除却されたときは、跡地を活

用するための取組を行うよう努めるものとする。 

3 事業者は、前 2 項の取組に協力するよう努めるものとする。 
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4 市長は、法定外空家等およびその跡地(土地を販売し、または賃貸する事業を行うものが販

売し、または賃貸するために所有し、または管理するものを除く。)に関する情報の提供その

他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

(彦根市空家等対策推進協議会) 

第 24 条 法第 8 条第 1 項に規定する協議会として、彦根市空家等対策推進協議会(以下「協議

会」という。)を置く。 

2 協議会は委員 9 人以内をもって組織する。 

3 委員の任期は 2 年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨

げない。 

4 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が別に定める。 

(規則への委任) 

第 25 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

(過料) 

第 26 条 次の各号のいずれかに該当する者は、5 万円以下の過料に処する。 

(1) 第 7 条第 2 項の規定による報告をせず、もしくは虚偽の報告をし、または同項の規定に

よる立入調査を拒み、妨げ、もしくは忌避した者 

(2) 第 17 条第 1 項の規定による市長の命令に違反した者 

付 則 

この条例は、令和 7 年 8 月 1 日から施行する。 

-9-



議案第 52 号 

彦根市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長  田 島 一 成 

 

 

 

 

 

彦根市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

彦根市職員の退職手当に関する条例(昭和 29 年彦根市条例第 13 号)の一部を次のように改正

する。 

第 10 条第 14 項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を「雇用保険法

第 56 条の 3 第 1 項第 1 号に該当する者に係る就業促進手当について同条第 4 項の規定により基

本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に改め、同項各号を削る。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の彦根市職員の退職手当に関する条例の規定は、

令和 7 年 4 月 1 日から適用する。 
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議案第 53 号 

彦根市市税条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長  田 島 一 成 

 

 

 

 

 

彦根市市税条例の一部を改正する条例 

 

彦根市市税条例(昭和 25 年彦根市条例第 23 号)の一部を次のように改正する。 

第 19 条中「は、」の次に「公示事項(同条第 2 項に規定する公示事項をいう。以下この条に

おいて同じ。)を地方税法施行規則(昭和 29 年総理府令第 23 号。以下「施行規則」という。)第

1 条の 8 第 1 項に規定する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置を

とるとともに、公示事項が記載された書面を」を加え、「掲示して行う」を「掲示し、または公

示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状

態に置く措置をとることによってする」に改める。 

第 19 条の 3 中「地方税法施行規則(昭和 29 年総理府令第 23 号。以下「施行規則」という。)」

を「施行規則」に改める。 

第 34 条の 2 中「または扶養控除額」を「、扶養控除額または特定親族特別控除額」に改める。 

第 36 条の 2 第 1 項ただし書中「もしくは法第 314 条の 2 第 4 項」を「、法第 314 条の 2 第 4

項」に改め、「扶養控除額」の次に「もしくは特定親族特別控除額(特定親族(同条第 1 項第 12

号に規定する特定親族をいう。第 36 条の 3 の 2 第 1 項第 3 号および第 36 条の 3 の 3 第 1 項に

おいて同じ。)(前年の合計所得金額が 850,000 円以下であるものに限る。)に係るものを除

く。)」を加える。 

第 36 条の 3 の 2 第 1 項第 3 号中「扶養親族」の次に「または特定親族」を加える。 

第 36 条の 3 の 3 第 1 項中「者に限る。)」の次に「もしくは特定親族(退職手当等に係る所得

を有する者であって、合計所得金額が 850,000 円以下であるものに限る。)」を加え、同項第 3

号中「扶養親族」の次に「または特定親族」を加える。 
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付則第 13 条の 2 の次に次の 1 条を加える。 

(加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例) 

第 13 条の 2 の 2 令和 8 年 4 月 1 日以後に第 92 条の 2 第 1 項の売渡しまたは同条第 2 項の売渡

しもしくは消費等(次項において「売渡し等」という。)が行われた加熱式たばこ(第 92 条第 1

号オに掲げる加熱式たばこをいい、第 93 条の 2 の規定により製造たばことみなされるものを

含む。以下この条において同じ。)に係る第 94 条第 1 項の製造たばこの本数は、同条第 3 項

の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法によ

り換算した紙巻たばこ(第 92 条第 1 号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下この項および次項

において同じ。)の本数によるものとする。 

(1) 葉たばこ(たばこ事業法第 2 条第 2 号に規定する葉たばこをいう。)を原料の全部または

一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ(当該葉たばこを

原料の全部または一部としたものを施行規則附則第 8 条の 4 の 2 に規定するところにより

直接加熱することによって喫煙の用に供されるものに限る。) 当該加熱式たばこの重量

(フィルターその他の施行規則附則第 8 条の 4 の 3 に規定するものに係る部分の重量を除く。

以下この項から第 3 項までにおいて同じ。)の 0.35 グラムをもって紙巻たばこの 1 本に換

算する方法。ただし、当該加熱式たばこの 1 本当たりの重量が 0.35 グラム未満である場合

にあっては、当該加熱式たばこの 1 本をもって紙巻たばこの 1 本に換算する方法 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の 0.2 グラムをもって

紙巻たばこの 1 本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目ごとの 1 個当たりの

重量が 4 グラム未満である場合にあっては、当該加熱式たばこの品目ごとの 1 個をもって

紙巻たばこの 20 本に換算する方法 

2 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第 1 号ただし書の規定の適用を受けるものおよび

同項第 2 号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻たばこの本数に換算

する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品目ごとの 1 個当たりの重量

に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計

し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

3 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの 1 個当たりの重量に 0.1 グラム未満の

端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

4 第 1 項第 2 号に掲げる加熱式たばこ(第 93 条の 2 の規定により製造たばことみなされるもの

に限る。)のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定は、適用しない。 

(1) 第 1 項第 1 号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 
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(2) 第 1 項第 2 号に掲げる加熱式たばこ(第 93 条の 2 の規定により製造たばことみなされる

ものを除く。)と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ(同条の規定により製造たばこと

みなされるものに限る。)であって当該加熱式たばこのみの品目のもの 

付 則 

(施行期日) 

第 1 条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第 34 条の 2、第 36 条の 2 第 1 項ただし書、第 36 条の 3 の 2 第 1 項第 3 号および第 36

条の 3 の 3 第 1 項の改正規定ならびに付則第 3 条の規定 令和 8 年 1 月 1 日 

(2) 付則第 13 条の 2 の次に 1 条を加える改正規定および付則第 4 条の規定 令和 8 年 4 月 1

日 

(3) 第 19 条および第 19 条の 3 の改正規定ならびに次条の規定 地方税法等の一部を改正す

る法律(令和 5 年法律第 1 号)附則第 1 条第 12 号に掲げる規定の施行の日 

(公示送達に関する経過措置) 

第 2 条 この条例による改正後の彦根市市税条例(以下「新条例」という。)第 19 条の規定は、

前条第 3 号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示

送達については、なお従前の例による。 

(市民税に関する経過措置) 

第 3 条 新条例第 34 条の 2 および第 36 条の 2 第 1 項ただし書の規定は、令和 8 年度以後の年

度分の個人の市民税について適用し、令和 7 年度分までの個人の市民税については、なお従

前の例による。 

2 令和 8 年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第 36 条の 2 第 1 項の規定の

適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額(特定親族(同条第 1 項第 12 号に規定

する特定親族をいう。第 36 条の 3 の 2 第 1 項第 3 号および第 36 条の 3 の 3 第 1 項において

同じ。)(前年の合計所得金額が 850,000 円以下であるものに限る。)に係るものを除く。)」

とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

3 新条例第 36 条の 3 の 2 第 1 項の規定は、付則第 1 条第 1 号に掲げる規定の施行の日(以下

「1 号施行日」という。)以後に支払を受けるべき新条例第 36 条の 2 第 1 項ただし書に規定す

る給与について提出する新条例第 36 条の 3 の 2 第 1 項および第 3 項の規定による申告書につ

いて適用し、1 号施行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の彦根市市税条例(以下

「旧条例」という。)第 36 条の 2 第 1 項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第 3

6 条の 3 の 2 第 1 項および第 3 項の規定による申告書については、なお従前の例による。 
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4 新条例第 36 条の 3 の 3 第 1 項の規定は、1 号施行日以後に支払を受けるべき所得税法(昭和

40 年法律第 33 号)第 203 条の 6 第 1 項に規定する公的年金等(同法第 203 条の 7 の規定の適

用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。)について提出する新条

例第 36 条の 3 の 3 第 1 項の規定による申告書について適用し、1 号施行日前に支払を受ける

べき公的年金等について提出した旧条例第 36 条の 3 の 3 第 1 項の規定による申告書について

は、なお従前の例による。 

(市たばこ税に関する経過措置) 

第 4 条 次項に定めるものを除き、付則第 1 条第 2 号に掲げる規定の施行の日前に課した、ま

たは課すべきであった加熱式たばこ(新条例付則第 13 条の 2 の 2 第 1 項に規定する加熱式た

ばこをいう。次項において同じ。)に係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

2 令和 8 年 4 月 1 日から同年 9 月 30 日までの間に、彦根市市税条例第 92 条の 2 第 1 項の売渡

しまたは同条第 2 項の売渡しもしくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第 94 条第

1 項の製造たばこの本数は、同条第 3 項および新条例付則第 13 条の 2 の 2 の規定にかかわら

ず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

(1) 彦根市市税条例第 94 条第 3 項の規定により換算した紙巻たばこ(新条例付則第 13 条の 2

の 2 第 1 項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。)の本数に 0.5 を乗じて計算

した製造たばこの本数 

(2) 新条例付則第 13 条の 2 の 2 の規定により換算した紙巻たばこの本数に 0.5 を乗じて計

算した製造たばこの本数 

3 前項各号に掲げる製造たばこの本数に 1 本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨て

るものとする。 

-14-



報告第 6 号 

令和 7 年度(2025 年度)一般財団法人彦根市事業公社の事業計画について 

 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、令和 7 年度(2025 年

度)の一般財団法人彦根市事業公社の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長  田 島 一 成   
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報告第 7 号 

第 38 期彦根総合地方卸売市場株式会社の事業計画について 

 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 38 期彦根総合地方

卸売市場株式会社の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長  田 島 一 成 
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報告第 8 号 

第 23 期株式会社四番町スクエアの事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 23 期株式会社四番

町スクエアの事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長  田 島 一 成 
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報告第 9 号 

   令和 6 年度(2024 年度)彦根市繰越明許費繰越計算書について 

 

 令和 6 年度(2024 年度)彦根市一般会計予算および令和 6 年度(2024 年度)彦根市農業集落排水

事業特別会計予算のうち、繰越明許費に係る歳出予算の経費を次のとおり繰り越したので、地方

自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 146 条第 2 項の規定により報告する。 

  令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

                            彦根市長  田 島 一 成   
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芹
橋

彦
富

線
（

彦
富

工
区

）
道

路
改

良
事

業
41
,9
43

41
,
9
4
3

2
1
,
5
0
0

1
8
,
3
0
0

2
,
1
4
3

橋
り

ょ
う

長
寿

命
化

推
進

事
業

20
,2
92

18
,
8
5
6

9
,
8
1
2

7
,
9
0
0

1
,
1
4
4

近
江

鉄
道

沿
線

地
域

公
共

交
通

再
生

事
業

96
,5
82

96
,
5
8
2

4
8
,
2
9
1

4
8
,
2
0
0

9
1

駅
関

連
施

設
等

維
持

管
理

事
業

2,
42
0

2
,
4
2
0

2
,
4
2
0

河
川

費
大

黒
川

外
河

川
改

良
事

業
10
,6
69

10
,
6
6
9

8
,
0
0
0

2
,
6
6
9

未
収
入
特
定
財
源

 
（
単
位
　
千
円
）

令
和

６
年

度
（

２
０

２
４

年
度

）
繰

越
明

許
費

繰
越

計
算

書

左
の

財
源

内
訳

市
 
 
債

一 般 会 計
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会
翌
年
度

計
款

項
事
  
  
 業

  
  
 名

金
　
額

既
 
収
 
入

一
般
財
源

国
 
 
県

名
繰
越
額

特
定
財
源

支
出
金

未
収
入
特
定
財
源

 
（
単
位
　
千
円
）

令
和

６
年

度
（

２
０

２
４

年
度

）
繰

越
明

許
費

繰
越

計
算

書

左
の

財
源

内
訳

市
 
 
債

都
市

計
画

費
Ｊ

Ｒ
稲

枝
駅

周
辺

整
備

事
業

76
,8
04

76
,
8
0
4

3
7
,
6
5
2

3
8
,
2
0
0

9
5
2

金
亀

公
園

整
備

事
業

10
3,
94
2

10
3
,
9
3
1

2
2
,
2
8
9

7
3
,
4
0
0

8
,
2
4
2

稲
枝

地
区

公
園

整
備

事
業

27
,8
09

27
,
8
0
9

8
,
4
7
0

1
4
,
4
0
0

4
,
9
3
9

消
防

費
消

防
費

消
防

水
利

整
備

事
業

17
,6
11

17
,
6
1
1

1
0
,
2
0
0

7
,
4
1
1

教
育

費
小

学
校

費
小

学
校

各
所

整
備

改
修

事
業

10
3,
19
1

10
3
,
1
9
1

4
0
,
5
4
4

5
9
,
9
0
0

2
,
7
4
7

中
学

校
費

中
学

校
各

所
整

備
改

修
事

業
33
,2
20

33
,
2
2
0

1
2
,
6
8
6

1
7
,
0
0
0

3
,
5
3
4

社
会

教
育

費
特

別
史

跡
「

彦
根

城
跡

」
保

存
整

備
お

よ
び

維
持

管
理

事
業

54
,1
35

54
,
1
3
5

3
0
,
3
0
2

1
1
,
6
0
0

1
2
,
2
3
3

歴
史

ま
ち

づ
く

り
事

業
16
,0
25

16
,
0
2
5

4
,
8
0
0

1
0
,
0
0
0

1
,
2
2
5

彦
根

市
立

図
書

館
大

規
模

改
修

事
業

7,
94
9

7
,
9
4
9

2
,
3
8
4

5
,
0
0
0

5
6
5

計
1,
04
8,
30
4

91
6
,
9
5
6

4
1
5
,
8
6
3

3
9
8
,
2
0
0

1
0
2
,
8
9
3

施
設

費
施

設
費

施
設

管
理

事
業

3,
85
0

3
,
8
5
0

3
,
8
5
0

計
3,
85
0

3
,
8
5
0

3
,
8
5
0

1,
05
2,
15
4

92
0
,
8
0
6

4
1
5
,
8
6
3

3
9
8
,
2
0
0

1
0
6
,
7
4
3

合
計

特 別 会 計

排 水 事 業

農 業 集 落
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報告第 10 号 

   令和 6 年度(2024 年度)彦根市水道事業会計予算繰越しについて 

 

 令和 6 年度(2024 年度)彦根市水道事業会計予算の一部を次のとおり繰り越したので、地方公

営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 26 条第 3 項の規定により報告する。 

  令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

                            彦根市長  田 島 一 成   
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
庫

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源

損
益
勘
定

留
保
資
金

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費

東
沼
波
町
観
測
井
設

置
工
事

2
9
,
4
5
1

1
0
,
7
0
0

1
8
,
7
5
1

1
8
,
7
5
1

老
朽
管
更
新
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
も
の
で
あ

る
が
、
水
質
調
査
に
時
間
を
要
す
る
た
め
繰
り
越

す
も
の

老
朽
管
更
新
工
事

4
8
,
2
9
2

4
8
,
2
9
2

4
8
,
2
9
2

老
朽
管
更
新
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
も
の
で
あ

る
が
、
関
係
機
関
と
の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た

め
繰
り
越
す
も
の

公
共
事
業
関
連
布
設

替
工
事

6
3
,
4
2
2

1
1
,
0
0
0

5
2
,
4
2
2

7
,
0
2
8

4
5
,
3
9
4

国
道
・
県
道
の
整
備
工
事
に
伴
い
布
設
替
工
事
を

行
う
も
の
で
あ
る
が
、
工
事
間
調
整
に
時
間
を
要

し
た
た
め
繰
り
越
す
も
の

配
水
管
管
網
整
備
工

事
1
0
,
1
8
4

1
0
,
1
8
4

1
0
,
1
8
4

管
網
整
備
計
画
に
伴
い
布
設
替
工
事
を
行
う
も
の

で
あ
る
が
、
工
事
間
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め

繰
り
越
す
も
の

配
水
管
布
設
跡
舗
装

復
旧
工
事

2
5
,
2
8
9

2
5
,
2
8
9

2
5
,
2
8
9

管
布
設
に
伴
う
舗
装
本
復
旧
を
行
う
も
の
で
あ
る

が
、
関
係
機
関
と
の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め

繰
り
越
す
も
の

公
共
下
水
道
関
連
工

事
1
3
4
,
4
0
1

4
4
,
1
0
0

9
0
,
3
0
1

4
4
,
1
0
9

4
6
,
1
9
2

下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で
あ
る

が
、
下
水
道
工
事
が
繰
越
処
理
さ
れ
る
た
め
本
工

事
も
繰
り
越
す
も
の

大
藪
浄
水
場
自
家
発

電
設
備
更
新
工
事

1
0
8
,
9
0
0

1
0
8
,
9
0
0
1
0
8
,
9
0
0

中
期
経
営
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
も
の
で
あ
る

が
、
電
気
設
備
の
製
造
に
時
間
を
要
す
る
た
め
繰

り
越
す
も
の

大
藪
浄
水
場
自
家
発

電
設
備
建
築
工
事

8
7
,
7
2
0

8
7
,
7
2
0

8
7
,
7
0
0

2
0

中
期
経
営
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
も
の
で
あ
る

が
、
埋
設
物
に
障
害
物
が
発
見
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
時
間
を
要
し
た
た
め
繰
り
越
す
も
の

説
　
　
　
　
　
　
　
　
明

令
和
6年

度
（
20
24
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
算

計
　
上
　
額

支
払
義
務

発
生
額

翌
年
度

繰
越
額

左
の
財
源
内
訳
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
庫

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源

損
益
勘
定

留
保
資
金

説
　
　
　
　
　
　
　
　
明

令
和
6年

度
（
20
24
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
算

計
　
上
　
額

支
払
義
務

発
生
額

翌
年
度

繰
越
額

左
の
財
源
内
訳

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費

大
藪
町
水
管
橋
基
本

設
計
委
託
業
務

8
,
0
8
6

8
,
0
8
6

8
,
0
8
6

老
朽
管
更
新
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
も
の
で
あ

る
が
、
関
係
機
関
と
の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た

め
繰
り
越
す
も
の

　
計

5
1
5
,
7
4
5

6
5
,
8
0
0

4
4
9
,
9
4
5
1
9
6
,
6
0
0

5
1
,
1
3
7

2
0
2
,
2
0
8
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報告第 11 号 

   令和 6 年度(2024 年度)彦根市下水道事業会計予算繰越しについて 

 

 令和 6 年度(2024 年度)彦根市下水道事業会計予算の一部を次のとおり繰り越したので、地方

公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 26 条第 3 項の規定により報告する。 

  令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

                            彦根市長  田 島 一 成   
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
県

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源

損
益
勘
定

留
保
資
金

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費

公
共
下
水
道
事
業

7
0
9
,
2
5
2
3
9
3
,
4
8
8

3
1
5
,
7
6
4
2
0
4
,
2
0
0

8
4
,
7
5
5

2
6
,
8
0
9

関
係
機
関
と
の
調
整
に
不
測
の
日
数
を
要
し
、
設

計
・
契
約
事
務
等
に
遅
れ
が
生
じ
た
た
め
繰
り
越

す
も
の

浸
水
対
策
下
水
道
事

業
(
雨
水
対
策
)

1
0
5
,
0
0
0

6
3
,
7
2
0

4
1
,
2
8
0

1
6
,
8
0
0

1
8
,
7
0
0

5
,
7
8
0

関
係
機
関
と
の
調
整
に
不
測
の
日
数
を
要
し
、
設

計
・
契
約
事
務
等
に
遅
れ
が
生
じ
た
た
め
繰
り
越

す
も
の

計
8
1
4
,
2
5
2
4
5
7
,
2
0
8

3
5
7
,
0
4
4
2
2
1
,
0
0
0
1
0
3
,
4
5
5

3
2
,
5
8
9

左
の
財
源
内
訳

説
明

翌
年
度

繰
越
額

令
和
6
年
度
（
2
0
2
4
年
度
）
彦
根
市
下
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
算

計
　
上
　
額

支
払
義
務

発
生
額
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報告第 12 号 

損害賠償の額の決定について 

 

法律上その義務に属する損害賠償の額を定めることについて、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 180 条第 1 項の規定により、市長において専決処分をしたので、同条第 2 項の規定により、

議会に報告する。 

令和 7 年(2025 年)6 月 9 日 

彦根市長  田 島 一 成 
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専決第 8 号 

損害賠償の額の決定について 

  

法律上その義務に属する損害賠償の額を定めることについて、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 180 条第 1 項の規定により、次のとおり専決処分をする。 

令和 7 年(2025 年)5 月 22 日 

彦根市長  田 島 一 成 

 

1 損害賠償の相手方 

(1) 住所  〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

(2) 氏名  〇 〇 〇〇〇 

2 損害賠償の額 

彦根市は、相手方に、損害賠償金として 198,000 円を支払う。 

3 事案の概要 

令和 7 年 3 月 7 日午前 11 時 20 分頃、彦根市西今町 305 番地 1 の集合住宅の敷地において、

敷地内のごみ集積所に向けて公用車を後退させたところ、当該ごみ集積所付近に相手方が設置

した自転車駐車場のひさしに接触したことにより、当該ひさしが損傷したもの 
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